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1避難所等の耐震化を行うことにより，防災性を向上した安全で安心できるまちづくりを実現する。・耐震診断事業を実施する市町における避難所等に指定している学校施設で耐震診断を実施した割合・耐震改修事業を実施する市町における避難所等に指定されている施設の耐震化された割合・県立学校施設の耐震化された割合 （H23当初） （H24末） （H25末） ※中間目標は任意耐震診断事業実施の市町の事業実施状況をもとに算出する。（耐震診断事業実施の市町の避難所等に指定している学校施設耐震診断割合）＝（耐震診断を実施した棟数））／（旧耐震基準棟数）（％）耐震改修事業実施の市町の事業実施状況をもとに算出する。（耐震改修事業実施の市町の避難所等の耐震化割合）＝（耐震性が確保された棟数）／（全棟数）（％）広島県による事業実施状況をもとに算出する。（広島県立学校施設の耐震化割合）＝（耐震性が確保された棟数）／（全棟数）（％）
Ａ　基幹事業番号 事業 地域 交付 直接 備考種別 種別 対象 間接1-A1-1 住宅 一般 県/市町 直接 公共 522Ｂ　関連社会資本整備事業事業 地域 交付 直接 備考種別 種別 対象 間接Ｃ　効果促進事業事業 地域 交付 直接 備考種別 種別 対象 間接1-C1-1 住宅 一般 県/市町 直接 公共 防水改修工事等 県/市町 3

（H25末）耐震診断事業実施の市町の事業実施状況をもとに算出する。（耐震診断事業実施の市町の避難所等に指定している学校施設耐震診断割合）＝（耐震診断を実施した棟数））／（旧耐震基準棟数）（％）耐震改修事業実施の市町の事業実施状況をもとに算出する。（耐震改修事業実施の市町の避難所等の耐震化割合）＝（耐震性が確保された棟数）／（全棟数）（％）広島県による事業実施状況をもとに算出する。（広島県立学校施設の耐震化割合）＝（耐震性が確保された棟数）／（全棟数）（％）3.今後の実施方針引き続き，避難所等の防災拠点施設の耐震化を進めるため，広島県耐震改修促進計画に避難所等の防災業務等の中心となる建築物を指定し，そのうち耐震診断を実施しておらず耐震改修等の計画がない建築物について，耐震改修促進法に基づき耐震診断を義務付ける等を行い，地域の防災性の向上を図る。72.4% 89.7%
定量的指標（H25末） 達成状況計画通り事業を実施し，目標を達成した。計画通り事業を実施し，目標を達成した。耐震化を加速させ，目標を大きく上回った。100.0% 100.0%78.4% 80.7%

2.事業効果の発現状況・最終目標値の実現状況Ⅰ　定量的指標に関連する交付対象事業の効果の発現状況 防災安全上重要な学校等避難所の耐震診断及び耐震改修が実施され，地域の防災性が向上した。

社会資本総合整備計画　事業評価書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成27年3月

Ⅱ　定量的指標の達成状況 最終目標値 最終実績値

Ｂ 　 Ｃ 3百万円 効果促進事業費の割合 0.6%Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）
事業内容 全体事業費（百万円）市町村名

事後評価1.社会資本整備総合交付金を充てた要素事業の進捗状況全体事業費 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 525百万円 Ａ 522百万円
番号 事業者 種別等 要素となる事業名

78.4%

事業期間（年度）
耐震診断／耐震改修の実施等・広島県全域番号 事業者 施設整備等 リフレッシュ事業 H25種別等 要素となる事業名 事業内容 市町村名

全体事業費 合計（Ａ＋Ｂ＋Ｃ） 929百万円 Ａ
住宅・建築物安全ストック形成事業

広島県建築物安全性向上計画「復興基本方針関連（全国防災）」

925百万円 Ｂ 　 Ｃ 4百万円 ・耐震診断率は推計値・解体予定建物等を除く
平成23年度　～　平成25年度　（3年間）

－ 最終目標値中間目標値58.6% 61.6% 72.4%

計画の名称計画の期間 交付対象 広島県・廿日市市・三次市・福山市・三原市・坂町
備考当初現況値60.1%

計画の目標　　計画の成果目標（定量的指標）　　定量的指標の定義及び算定式 定量的指標の現況値及び目標値

全体事業費（百万円）
73.3% － 100.0%効果促進事業費の割合 0.4%Ｃ／（Ａ＋Ｂ＋Ｃ）

事業者 要素となる事業名(事業箇所） 事業内容・規模等 事業期間（年度）H23 H24 H25 全体事業費（百万円）H23 H24 H25H23 H24事業期間（年度）



（図面）社会資本総合整備計画（地域住宅支援）計画の名称 1計画の期間 平成23年度　～　平成25年度　（3年間）

直前のページへ戻る　　E-mail to Shigenobu AOKI

※広島県の実施範囲は広島県全域

交付対象広島県建築物安全性向上計画「復興基本方針関連（全国防災）」 広島県・廿日市市・三次市・福山市・三原市・坂町

廿日市市・三次市・福山市・三原市・坂町


